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研究成果の概要（和文）：海中浮遊式海流発電は発電装置を海面下に配置できるため、水面上に

配置しなければならない洋上風力発電や波力発電に較べて、発電装置を支持する構造の重量を

軽くすることができコスト削減に大変有利なコンセプトである．このような海流発電装置とし

て二重反転式と双発式の２つのコンセプトを提案し、それぞれの性能を評価するために、シミ

ュレーション・コードを開発した．また、そのコードの精度を模型実験により検証した．この

コードによる性能評価では２つのコンセプトともに成立の可能性は高く、低発電コストが期待

できることが分かった． 

 
研究成果の概要（英文）：Since the floating type current turbine can be installed beneath the 

sea surface, it is possible to construct it in very light weight compared with other marine 

energy devices installed on the sea surface such as floating wind turbines and wave power 

generators, and it is one of promising concepts for reducing the construction cost because of 

its weight. A contra-rotating turbine concept and a twin turbine concept are proposed as 

the floating type. In order to investigate the performance of these concepts, a simulation 

code has been developed, and it is validated by model experiments. It is concluded that both 

two concepts have possibility to be realized and produce low cost electricity. 
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１．研究開始当初の背景 

海洋再生エネルギーを大規模に導入する
ためには発電コストを抑えることが重要で
あるが、海流発電は他の発電方式に比べ重量
最小化の可能性が最も高い。欧州では波力や
洋上風力が実用域に達しているが、これらに

乗り遅れず、黒潮など我が国の特徴を生かせ
る海流発電を進展させるべき時期がきてい
る。 

従来の研究でコスト削減法として分かっ
たことは、発電に直接関係ない浮体部分を極
力小さくできる形式が有利なことである。海
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中浮遊式海流発電は発電装置を海面下に配
置できるため、水面上に配置しなければなら
ない洋上風力発電や波力発電に較べて、巨大
台風襲来時の耐候性が格段にすぐれている。
また、それ故に定格出力に対する発電装置を
支持する構造の重量を軽くすることができ
る。 

洋上風力発電や波力発電は海流発電より
少し劣るとはゆえ、十分なコスト競争力を持
つが、これらは既に多くの研究がなされ、欧
州をリーダーとして実証プラント建造のフ
ェーズに入っている。それよりも、低コスト
の可能性が高く、かつ我が国近海に豊富な資
源量を持つ海流を利用するための技術を我
が国の特徴ある基盤技術として確立するこ
とが急務である。 

一方、我が国では海洋再生エネルギーの導
入がなかなか進まないが、これは電力変動の
問題と電力ケーブル敷設の問題があるから
である。これに対し、申請者は両者を解決し、
離島・地域における水産業の安定化に貢献す
るアイデアを提言している。 

 

２．研究の目的 

この研究では世界初のメンテナンス重視
型の係留式海流発電装置を研究対象とし、そ
れが超すべき技術課題を模型実験と数値シ
ミュレーションレベルで解決することを第
１の目的とする。 

具体的には①浮上式浮体・切り離し式係留
による低コスト設置・メンテナンス法が可能
な海流発電装置コンセプトの検討②大波高
波浪中や変動海流中での安定・安全な係留と
浮体の安定性確保による高信頼性の獲得③
風波浪中での設置・メンテナンスの安全実施
技術の確立である。 

海流・潮流発電では、水平軸式以外のター
ビンも提案されているが、本研究では最も高
効率を達成できることが分かっている水平
軸式タービンの装備を前提とする。また、重
量出力比の観点から最良と考えられる係留
式を対象とする。さらに、電力供給を行う確
かな出口として離島・地域の水産業への電力
供給システムの検討を行う。 

 

３．研究の方法 

浮遊式のコンセプトは発電に不要な支持
構造を極力減らすことが狙いであり、コンセ
プト設計で得られた主要目によると、発電機
が格納されるポッドの大きさよりタービン
が大変大きい．また、スラスト力は浮体全体
の排水量と同程度である．したがって、ポッ
ドの運動はタービンに働く流体力の影響を
大きく受ける．タービンの側もポッドの運動
により流入速度が変化するため、両者の干渉
影響が重要になる． 
海中を浮遊するこのような構造物の運動

解析は例が少なくその性質は知られていな
い．そこで、2枚のタービンとポッドそれぞ
れに、6自由度の剛体の運動方程式を適用し
て運動方程式を定式化した．さらにランプ
ド・マス法による係留系の計算コードを作成
し、一本の係留索で係留される浮遊式海流発
電装置の挙動推定コードを作成した．これを
用いて、発電装置の動的挙動を調べることと
した． 
次に、模型試験によってシミュレーショ

ン・コードの検証を行うこととした．まず、
初めに、小型 2自由度強制動揺装置を製作し、
係留索単独の模型実験を行い、シミュレーシ
ョン・コードの精度確認を行った． 
次に、タービン・発電機の模型製作をおこ

なったが、発電機を内蔵する模型を製作する
のは困難であったので、制動モータを内蔵し、
制動トルクを発生させ、それを発電機に見立
てて実験をした．この模擬装置は精密なトル
クコントロールが行えないため、船舶研究の
分野で一般的に行われているプロペラ・オー
プン・テストと同レベルの計測精度は到底望
めないと予想されため、シミュレーション・
コードでタービン力の推定に用いられてい
る翼素運動量理論による計算結果と比較検
討を実施し、模型装置が出すタービン力とシ
ミュレーションで使われている理論計算値
との相関関係を確認した． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図１ 曳引車による模擬係留実験 
 
次に東京大学生産技術研究所の海洋工学

水槽において、図１の如く模擬係留実験を曳
引車に固定しておこなった．この実験によっ
て得られた結果とシミュレーションによっ
て得られた結果を比較し、シミュレーション
の精度を確認した．精度の確認されたシミュ
レーション・コードにより、様々な条件下で
の海流発電装置の挙動を検討し、その成立性
を検証した。 

 
４．研究成果 
まず初めに最小構造重量の海洋エネルギ

ー発電装置の有望な候補として 2 重反転タ



 

 

ービン式海流・潮流発電装置と双発タービ
ン式海流・潮流発電装置を提案した． 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 2 重反転式海流発電装置 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 双発式海流発電装置 
 
 図２と図３がそのイメージ図である。こ
れらの装置について簡便な方法で構造重量
の推定を行った。その結果、2 重反転ター
ビン式と双発タービン式の間では大きな差
異は無いことが分かった。また、構造重量
については発電機容量を大きくするメリッ
トは無いことも分かった．また、両者とも
着床式洋上風力発電装置と同レベルの重量
出力比となることが分かった。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
図４ 係留張力の計算値と実験値 

係留索に掛る張力などを正確に求めるた
め、Lumped-mass 法に基づく係留系の計
算プログラムを作成し、カテナリー係留と
ハイブリッド係留について図４のように計
算値と実験値の比較をしてみた。その結果、
この計算法により、実験結果を上手く再現
できることが分かった． 
 次に、浮体運動のシミュレーション・コー
ドとこのコードを組み合わせてシミュレー
ションを行い、模型実験と比較した．図５
はその一例であるが、シミュレーションが
充分な精度で実施できることが確認できた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図５ 浮体運動の計算値と実験値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 このシミュレーション・コードを用いて
様々な状況下における海流発電装置の挙動
を調べた．図６はその一例として実施した、
双発式海流発電装置の片方の発電機に異常
が発生し、タービンへの負荷トルクが急激
に減少した場合のシミュレーションである． 
何のコントロールもしないと海上に浮上

するまでに 30°程度のロールなど大きな
動きが見られたが，ピッチコントロールに
よって変位が抑えられることが確認できた．
また、このシミュレータにより、流の向き



 

 

や速さが急激に変化した場合の浮体姿勢な
どについても知見を得ることができ、今後、
このような装置を設計する際に大変役に立
つことが分かった． 
これらの他にも、係留系の配置やインス

トール法、あるいはメンテナンス時の浮体
の波浪中運動特性やメンテナンスシナリオ
の作成、離島への電力供給や本土系統への
連結可能性の調査など広範な検討を実施し、
このコンセプトの実現可能性と経済性を示
すことができた． 
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